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【要約】

　援助協調として捉えられる問題は、包括的な開発フレームワーク(CDF)・貧困削減戦略文書(PRSP)、ミレニアム開発目標(MDGs)、成果重視アプローチ、手続き調和化、分野別パートナーシップ、国別の調整・実施プロセスなど、幅広い局面に亘っており、その内容は相互に連関している。その中で、自助努力／オーナーシップ、国造り・人造り／キャパシティ・ビルディング、処方箋／国別開発戦略の問題が、共通の大きな問題として認識されてきている。

　以上の問題に取り組むべく、各ドナー国・機関が相互に競争し連携しながら、国際開発論議への貢献や途上国への援助を行う、いわば「開発援助のグローバリゼーション」が進行している。この中で日本は、日本自身の開発経験、東アジアとの連携、平和に対する想い、環境汚染の経験などの独自のリソースを現実化して、国際競争力のある開発援助を展開する必要がある。

　このためには、「内なる改革」と「外への参画」の双方が重要であり、日本として国別政策・体制の迅速な拡充、開発戦略に関する研究と発信の強化、開発戦略と国別政策の連携、国民との結びつき（顔が見える援助から声が聞こえる援助・心が伝わる援助へ）といった課題に取り組むべく、政府にとどまらず全ての開発関係者が具体的な行動を起こしていくことが望ましい。

【本文】

1． はじめに－問題の所在

　途上国の開発に向けて国際社会の連携・協力が進む中で、援助協調を効果的に行う必要性は一層高まっている。そして、援助協調は幅広い局面で問題となっているのみならず、その内容が相互に連関している。具体的には、途上国現地での個々の分野別ドナー調整会合から国際機関所在地での包括的な国際会議に至るまで、そして開発援助に関する日々の実務から開発政策についての研究・理論に至るまで、援助協調の動きが進んでいる。内容面では、例えば財政支援・手続き調和化のあり方や、最近の初等教育援助強化のための国際的取り組みなど、途上国現地と国際会議、実務と研究で並行して議論され、その結果が相互に影響を与えている。

　そのような中で、日本として援助協調に如何に取り組んでいくかという課題は、単に避けて通れないのみならず、日本の援助、世界の援助を改善するための機会として積極的に捉え、活用し得るものである。個別の局面で問題が表面化する毎に後追いで「対応」するのではなく、全体像を理解した上で、多くの局面で首尾一貫した整合的な政策をもって「参画」し、時には「主導」することが肝要である。

　その際に留意すべきことは、援助協調の進展により、各途上国の開発のために多くのドナーが競争し連携し合いながら援助するという、いわば「開発援助のグローバリゼーション」とも言える状況が生まれていることである。日本は、国民の支持・理解を得つつ、そして他のドナーとの連携や差別化を行いつつ、如何にすれば付加価値のある形で効果的に援助を展開することが可能となるのかを十分に考える必要がある。

　以下、国際会議・機関での流れを中心に、これまで援助協調について各局面で行われている議論を整理し、共通する問題点を抽出した上で、それが日本の政策にとって持つ意味合いを検討していきたい。

2． グローバルな開発戦略論議から見た援助協調の流れ

　援助協調の問題として一般に捉えられ、あるいは捉えることが適当と考えられる問題は、主として次の6つの流れにまとめられる。

（1） 包括的な開発フレームワーク(CDF)、貧困削減戦略文書(PRSP)の流れ

　途上国現地でのドナー調整は長年行われてきたが、冷戦後90年代の開発を巡る議論等
を背景として、援助協調の重要性を包括的な形で示し、最近の一つの大きな流れを形成したのは、ウォルフェンソン世銀総裁が1999年1月に提示した「包括的な開発フレームワーク(CDF)」である。様々な要素が盛り込まれている中で、援助協調の観点から特に重要なのは、オーナーシップ（途上国自身の政府と国民の主体性）を踏まえてのパートナーシップ（ドナー国・機関をはじめとする幅広いステークホールダーの協調）を、このフレームワークの実行に当たって留意しなければならないと主張した点である。

　更に、1999年9月のIMF世銀総会では、「貧困削減戦略文書(PRSP)」が導入が決定された。貧困削減を目指しオーナーシップとパートナーシップを掲げたPRSPの作成が拡大HIPCイニシアティブによる債務救済の前提条件とされ、その他全IDA対象国についてもPRSPが作成されることとなった。これにより、PRSPを中心とした援助協調プロセスが現実のものとして始動し、多くの国々でPRSP策定のためのドナー調整会合や各種セミナー等が次々に開催された。このプロセスは、「貧困削減」を目標としつつ、途上国のオーナーシップを中核に据え、従来にない広範囲の分野を包括的に取り扱うものとして、援助協調の根幹となる新たな枠組みを提供するものとなった。

　2001年9月より、PRSPプロセスのレビューが世銀・IMF事務局により開始され
、その結果は2002年3月の世銀・IMF理事会等に報告された。同報告では、貧困削減戦略のオーナーシップ意識の向上が見られてきた半面、貧困削減のための政策内容や実施といった課題が認識されてきたことが指摘されている。2002年9月11日現在、PRSPが18か国、暫定PRSPが45か国について策定されており
、現在もこのプロセスは継続している。

（2） ミレニアム開発目標(MDGs)の流れ

　開発推進のために、明確で計測可能な、期限付きの目標を設定するというアプローチは、既に1980年代に予防接種等の分野で成果を挙げ、90年代にその範囲を拡大しつつあった。これが、1996年には、経済開発協力機構(OECD)の開発援助委員会(DAC)において、7つの具体的な国際開発目標(IDGs)を掲げたDAC新開発戦略という形で包括的なものとなった。更に、2000年9月の国連ミレニアム・サミットにおける「ミレニアム宣言」
を受け、一部修正及び第８目標（開発のためのグローバル・パートナーシップの構築）が加わる形で、ミレニアム開発目標(Millennium Development Goals: MDGs)として国際社会の共通目標として確認された。

　その後、MDGsは国際社会の開発への取り組みの政治的な勢いを維持・推進する役割を果たし、2002年3月に開催された開発資金国際会議でのモンテレイ合意では、MDGsを所与の合意としつつ、それを現実のものとすることが課題とされ、そのための途上国とドナー国・機関双方の責務が明確化された。

　現在MDGsは、途上国、ドナー国・機関を含む幅広い関係者にとって、個別の、そして協調を通じての貢献の度合いを評価するための、重要な価値基準として機能しつつある。

（3） 成果重視アプローチの流れ

　PRSP及びMDGsを推進し、モンテレイ合意を実施に移す中で、それが如何なる成果を生み出しているか計測・モニタリングを行うこと、そして実際に成果を達成するようなマネジメント(performance-based management)を行うことの重要性が強調されるようになった。欧米では以前よりこのような行政評価の発想・手法は導入されていた。しかし、PRSPやMDGsといった枠組み・目標が設定され、また米国や欧州が相次いで開発資金国際会議やIDA増資等で新たな資金投入をコミットしたとの背景のもと、各途上国、ドナー国・機関、そして共同のパートナーシップの各々の立場から、開発の分野で成果を計測し、それを今後の政策に反映させるというアプローチを取る必要性が高まっていた。

　2002年3月の開発資金国際会議における国際開発金融機関(Multilateral Development Banks, MDBs)による共同発表を受けて、同年6月にはワシントンでMDBsの主催、OECD・DACの協力により、成果重視マネジメントに関する円卓会議が開催された
。同年9月のIMF・世銀総会には、その結果を踏まえた報告書
が提出されるとともに、教育・保健・水分野でのケース・スタディを踏まえた考察
も提示された。

　途上国自身の政策、そしてドナー国・機関による支援という多数のインプットに途上国自身の発展という一つのアウトカムが対応することから、どのインプットがアウトカムに貢献したかという寄与度（Attribution）の計測は原理的に困難な作業である。そのような制約にも関わらず、成果を今後の政策のあり方に反映させていく重要性は広く認められており、PRSPやMDGsと結びつけられる形で、今後更に取り組みが進められるものと思われる。

（4） 手続き調和化の流れ

　援助協調の一論点として、手続き調和化(harmonization)、更に援助モダリティのあり方についても議論・検討が行われてきた。主たる問題意識は、多くのドナー国・機関がそれぞれの方法で援助を供与しモニタリングを行うと、「取引費用(transaction cost)」が大きくなり、途上国の限られた能力では消化できなくなることから、手続きを簡素化・共通化して取引費用を減らすことが望ましい、というものである。更に英国、オランダ等は、財政支援やコモン・ファンドといった手法により、取引費用を減らせるのみならず途上国側のオーナーシップが一層発揮されるとの立場を取っている。他方、援助対象国やセクターによっては、各ドナーがそれぞれのやり方で実施まで関与しキャパシティ・ビルディングを行った方が開発効果が高い場合、また財政支援等についても政策立案にドナー側が深く関与すれば却ってオーナーシップを損なう場合もあり得ることから、実態がいかなる状況かは個別に検証する必要があると思われる。

　OECD-DACでは、援助手続き調和化タスクフォースが2002年末まで約２年間に亘る作業を行い
、またMDBsでは調達や報告・監査について調和化の作業を進めてきた。これらを踏まえて、2003年1月にはジャマイカ・ハノイ・アディスアベバで地域別準備会合が開催され、2月末にはOECD-DACとMDBsの共催により、手続き調和化に関するハイレベル・フォーラムがローマで開催された
。

　2002年3月のモンテレイ合意以降、同ハイレベル・フォーラムに向けて、開発効果を高める努力の一環としての手続き調和化に対する関心が高まっており、現在日本を含むドナー国・機関が精力的に作業を進めている。

（5） 分野別パートナーシップの流れ

　個別分野における複数のドナー国・機関やNGO等のパートナーシップは、従来より多くの実績があるが、上記の様々な援助協調の流れの中で加速されることとなった。

　特に、MDGsを達成するための実施が課題となる中で、2002年8-9月の持続可能な開発に関する世界サミット（ヨハネスブルグ・サミット、World Summit on Sustainable Development: WSSD）では分野別のパートナーシップ（タイプII）プロジェクトが成果の一つとして位置付けられることとなった。米国等主要ドナー国・機関は、ODA数値目標や債務削減等の合意が困難な問題より前向きな成果が期待できるイニシアティブとして、このパートナーシップ形成のための各種準備会合を開催する等積極的に取り組んだ。更に、アナン国連事務総長の提案を受けて、WEHAB（水・衛生、エネルギー、保健、農業、生物多様性）
の枠組みが、WSSDの成果の一つである実施計画の一部として盛り込まれた。今後は、このパートナーシップの実施とモニタリングを如何に効果的に行うかが課題である。

　その他も、分野やドナーによっては様々なパートナーシップの動きが見られる。2001年にアナン事務総長の提唱により、多くのドナーの賛同を得て発足した世界エイズ・結核・マラリア基金は、大量の資金を動員して途上国政府・NGO・国際機関等を動員する新たなアプローチである。また、2002年春からは、世銀が中心となって「万人のための教育・ファストトラックイニシアティブ(EFA-FTI
)」が推進されている。米国は、2001年に発足したブッシュ新政権下の最初のイニシアティブとして、「グローバル開発アライアンス(GDA
)」を打ち出し、米国政府の援助資金だけでは効果に限界があることを踏まえてNGOや財団、企業等多くのアクターとの協力を進めている。

（6） 国別の調整・実施プロセスに集約

　以上、国際会議・機関で取り上げられた問題を中心に説明したが、結局のところ、これら全ては途上国毎の（特に現地における）ドナー国・機関等、更に途上国政府自身を交えての調整プロセスを経て実施されることとなる。

　大規模な国際会議や国際機関の理事会といった場ではドナー国へのわかり易さ、各方面へのキャンペーンのやり易さを念頭に置いたコンセプト作りが重要な要素であるが、途上国毎に支援を具体化する段階では、現地の実態のニーズや制約を踏まえての具体的な政策作りや支援の実施が課題となる。多数のドナーが支援を行っているような途上国の現地では、ドナー調整会合が分野別に頻繁に開催され、セクタープログラムの作成・すり合わせなど、現地の実態に即した地道な調整作業が行われている場合が多い。

　このような現地で得られる知見を、上記のような国際的な議論や、個別のドナー国・機関毎の取り組みのあり方に如何にフィードバックしていくかは大きな課題である。

3． それぞれの流れに共通する問題

　以上述べた援助協調の流れのいずれにおいても、次の３つの問題が大きな課題として認識されてきている。

（1） 自助努力／オーナーシップの問題

　まず第一に、自助努力／オーナーシップの確保の重要性である。CDF、PRSPをはじめ、オーナーシップが極めて重要であるとの認識は、少なくとも言葉や制度の面では定着しつつある。他方、それが実際の支援に際して現実化しているかについては、途上国自身が作成したとされる各種戦略・要請文書のスピードや内容と途上国の能力を比べ合わせれば、疑問である場合も少なくない。

　ドナー国・機関が支援をする以上、ドナー国・機関の意向や事情が多かれ少なかれ反映されるのは不可避のことである。また、このようなドナーからのインプットや、ドナーに対するアカウンタビリティの確保が、途上国にとってもより良い政策の立案・実施につながる可能性もある。他方、途上国現地の個別状況を十分に踏まえずにスピード重視で支援を進める場合には、オーナーシップへの配慮が犠牲となる可能性が高い。このようにドナー側の事情とオーナーシップへの配慮は、常に一定の緊張関係が存在し、国毎、分野毎の十分な個別判断が必要となることに留意すべきである。

（2） 国造り・人造り／キャパシティ・ビルディングの問題

　オーナーシップを実質化するために、国造り・人造り／キャパシティ・ビルディングが重要との認識も近時定着しており、この点も多くの途上国にとって共通の課題である。援助協調によってドナー相互に調整しようとしている問題の一定部分は、むしろ途上国自身により調整されることが望ましく、そのためには途上国側の能力向上に向けての方策こそ効果的なアプローチと考えられる。

　他方、この点についても試行錯誤という要素が強い。例えば、開発効果を短期的に高めるためにはドナーが介入を行った方が良い場合であっても、途上国政府の自主性や学習機会を損ねて中長期的には開発効果を下げるような場合も考えられる。人材育成を行っても人材流出の可能性があり、制度構築も予めその効果を測定することは難しい。結局のところ、具体的な方策は、国毎の状況を踏まえ、自主性を育てつつ、きめ細かく対応する必要がある。

（3） 処方箋／国別の開発戦略（成長・貧困削減等）の問題

　貧困削減が強調された当初は、保健や教育など社会開発面が偏重されるとの懸念もあったが、貧困削減のためには持続可能な開発のための成長戦略が不可欠との認識は現在広く共有されている。個別国の様々なリソースや外的環境を視野に入れて、オーナーシップを重視しつつ、その国に即した開発戦略の処方箋を描く必要がある。

　この処方箋については、援助協調プロセスだけからは決して解答が出てこない。特にドナー国・機関間で援助の改善を議論する場合には、援助協調プロセスのみならず、政策の中身の話を深めることも重要との点に十分留意すべきであろう。

4． 日本の役割：独自のリソースは何か

　以上の問題に取り組むべく、それぞれのドナー国・機関が、相互に競争し連携し合いながら、国際開発論議への貢献や途上国への援助を行っている（いわば「開発援助のグローバリゼーション」）。各ドナーは、歴史的経緯、資金・人材の多寡、国民の支持・理解、外交的利害関係を踏まえての活用可能なリソース（裏から見れば制約要因）を持っており、それに基づいて一定の役割を果たしてきている。活用可能なリソースが、他のドナーとして提供することが困難な独自の（差別化できる、代替の効かない）ものであれば、その貢献も独自のものとして、途上国及び国際社会から一層評価され、また他のドナーと連携する（パートナーシップを形成する）基盤となり得る。日本として、そのような独自のリソース（あるいは少なくとも大いに活用可能なリソース）は一体如何なるものであり、援助協調の中で自らをどのように位置づけて参画していくべきであろうか。未だ試案段階であるが、例えば次のような観点があり得ると思われる。

（1） 日本自身の開発経験

　日本は、一世代のうちに被援助国から最大級のドナー国となった数少ない国のひとつである。自らの経験、あるいは親の世代など近い過去の学習から、経済発展のため何が重要か、本能的・感覚的に理解・認識している。日本は以前より自助努力、国造り・人造り（教育を含む）、貿易・投資等を通じた成長戦略を重視しているが、これまでアジアでこのアプローチは比較的成功をもたらしたのみならず、現在も（必ずしも徹底されない形で）国際的なコンセンサスとなっている。

　日本は、この認識をグローバルな開発戦略形成に反映させ、徹底させることで、途上国の開発に貢献できる
。これは同時に、日本に対する信頼の向上や、日本の価値観や思想の広まりによる対日理解の深化にも資する面があると考えられる。

（2） アジアとの連携

　アジア諸国
との連携は、次の３つの意味で、日本にとって独自のリソースとなり得る。

（1） アジアへの貢献：東アジア諸国との経済連携は、日本の安全保障及び経済にとって重要であり、国民の理解も比較的得られやすい。貿易・投資促進のためのキャパシティ・ビルディングや貧困対策等、今後支援を強化すべき部分も多い。

（2） アジアを通じた貢献：東アジア諸国の多くは、日本の支援を受け、日本と類似の開発戦略により開発を達成した。日本の理解・認識を、その他の途上国に一層近い立場から、多くの実例をもって代弁できる。それを通じて、グローバルな開発戦略形成に貢献するとともに、個別の途上国への支援も一層効果的に実施できる。

（3） アジアと一体となっての貢献：日本が東アジア諸国と一体の経済圏として、他の地域（アフリカ、ラテンアメリカ等）との経済的な協力関係を強化することにより（特に貿易・投資）、日本が単独でアプローチするよりも、他の地域にとってメリットが大きい。

（3） 日本の平和に対する想い

　日本は、「唯一の被爆国」かつ第二次大戦の荒廃から立ち直った国として、軍縮や和平復興をはじめ平和に対する想いが強い。これを活かして、紛争により影響を受けている世界中の国に対し、非軍事的手段を通じた貢献を行うことについて、自らの経験を活用するとともに、国民の理解・支持を得ることは比較的容易と思われる。

　この点は、従来核軍縮や小型武器問題等、日本の軍縮外交に強く反映されていたが
、最近の国際情勢に鑑み平和構築、人間の安全保障（緊急援助から復興支援へのシームレスな移行等）といった観点から開発援助の分野における日本の外交政策へも反映させていくことは十分可能と考える。最近の例を見ても、アフガニスタン、スリランカ、アチェ、ミンダナオ等で平和の定着に向けた支援を積極的に行っている。

（なお、若干性格を異にするが、中東、中央アジア、アフリカ等において、日本が植民地支配等の歴史的経緯を持たず、政治的に中立な立場から関与できることも、一つのリソースと考えられる。）

（4） 日本の環境汚染の経験

　日本は、戦後高度成長期の急速な経済発展の中で、深刻な公害・環境汚染を経験した。水俣病やイタイイタイ病の話は、多くの人が学び、環境問題に対する関心は高い。気球温暖化防止のための気候変動枠組み条約・京都議定書についても、このような国民的な支持と相まって日本が指導力を発揮することが可能となったものである。2002年8-9月のWSSDに際しても、日本はEcoISD
を打ち出している。

　このような環境問題に対する国民的関心と、（特にアジアにおける）主要ドナー国たる地位を組み合わせれば、環境問題について独自の貢献・指導力を発揮することは可能ではないか。

5． 日本の課題：国際競争力のある開発援助に向けて

　援助協調に関する国際的な流れを踏まえつつ、日本の持つ潜在的な独自のリソースを現実化して、様々な援助協調の局面において国際競争力のある開発援助を展開するためには、次の課題に取り組む必要があると考える。その際、「内なる改革」を推進することと同時並行的に、日本が貢献できる部分で「外への参画」を積極的に行っていくことが重要である。

（1） 国別政策・体制の迅速な拡充

　全ての「基礎体力」は国別政策と体制にあり、まずはそのための受け皿が必要となる。上記1（６）及び３で詳細に指摘した通り、結局のところ開発援助の効果を高めるには、個別国の状況やニーズを十分に把握してきめ細かな援助を行うことが必要である。そのためには、国別政策と体制（特に途上国現地における体制）を整え、質の高い国別政策を踏まえ、個別事業を展開していくことが鍵である。

　この点は、既に第一次及び第二次ODA改革懇談会報告書でも取り上げられ、これを受けてODA総合戦略会議において、ベトナム、スリランカ、その他数カ国につき国別援助計画の見直し・策定作業が進められている。しかし、急速な人員増や組織替えを期待することは必ずしも容易でないことから、既存の体制を前提に、可能な範囲で迅速に取り組みを進めることが望ましい。例えば、バングラデシュでは、現地の大使館・JICA事務所・JBIC事務所が連携してヴァーチャルな「ODA大使館」を構成し、「選択・集中・連携」をキーワードに質の高い最重点５セクターのセクター・プログラムを既に策定している。このような現地での取り組みの改善については、制度的障害は存在しない。

（2） 開発戦略に関する研究と発信の強化

　更に、国際的な取り組みに対して日本として積極的に参画し、「もの申すべきこと」
をしっかりと発信していくためには、開発戦略の強化が不可欠である。特に、政策研究の拡充により、国際的に理解され説得力のある理論武装を行うこと、またそれらを国際的な開発研究の学会等で日頃から紹介しておくことは、日本が効果的な開発戦略を展開する上で重要である。

　上記３．で掲げたような日本の独自のリソースを補強するためには、特に過去の各種の経験を研究・整理して、その知見をわかりやすい形で一般化・分類し、更に個別国の状況に応じて理解・活用されやすいような仕組みを作ることが有用である。これらを実務での政策に活用するとともに、その結果を更に研究にフィードバックするという、実務と研究を結びつけるプロセスが大事である。

　具体的には、東アジア開発イニシアティブ（IDEA）
の研究ネットワークを創設・強化すること、また分野別・イシュー別に実務と理論・研究を結びつけるネットワークを構築することなどが考えられる。

（3） 開発戦略と国別政策の連携

　上記の開発戦略の強化と国別政策を結び付けることが、それぞれのインパクトを高めるための鍵である。

　開発戦略をいわゆる「お経」や「お題目」にとどめ、各途上国での国別政策の立案・個別事業の実施をそれとは別個にバラバラの形で行うのではなく、日本の知見を結集して作成した（環境・保健・ICT
・貿易投資等の分野別、また東アジア・TICADなど地域別）開発戦略メニューに各途上国での国別政策・個別事業を結び付ける形で有機的に実施していく。これにより、開発戦略のメッセージ効果も、各国における実際の援助効果も高まることが期待される。

（4） 国民との結びつき－「顔が見える」援助から「声が聞こえる」、「心が伝わる」援助へ

　これまで援助協調といえば、まず最初に「顔が見える」援助との関係が問題になった。これは、他のドナーと協調することにより、日本が単独で援助を行っている顔が見えにくくなり、その援助の効果が減殺されるという懸念から来るものである

　しかし、そもそも何故「顔が見える援助」が重要と考えられてきたかという問題に立ち返って考える必要がある。

　「顔が見える援助」が重要な最大の理由は、日本の援助であることが相手に認知され感謝されることにより、政治的・経済的な見返り等各種の利益が期待できることと思われる。（別の次元の理由として、日本企業により実施されることにより、日本への認知と同時に日本企業に援助資金が還元されることをもって、「顔の見える援助」のメリットとする見方もあろう。）

　しかし、援助協調は、援助の開発効果を向上させるためのダイナミックな協力・競争のプロセスであり、この流れに背を向けては、日本の援助の開発効果を向上させることは困難である。仮に日本が単独で「顔が見える援助」を行ったとしても、それが「悪い」顔が見えることにもつながりかねない。いずれにせよ、他のドナー国や当該途上国政府・市民社会をはじめ、援助協調が行われている場では顔が「見えない」こととなる。

　日本としては、この援助協調の流れが一般に不可逆なものであることを認識した上で、日本の貢献が認知されることを確保しつつ、むしろ積極的に援助協調を活用して、日本の開発援助の国際競争力を強化していくことが得策である。その際には、上記３．で述べたような独自のリソースを動員することが効果的と思われる。また、この認知を確保するためには、単に「顔が見える」ようにするのではなく、日本の「声が聞こえる」（＝メッセージが伝達される）、「心が伝わる」（＝気持ちが伝達される）ようにすることも含め、草の根の国民との橋渡しも含め、幅広い方途を模索すべきと考える。

　具体的には、次のような方向性が例として考えられる。

（1） パートナーシップのリーダーシップを取ること（独自のリソースの動員等で認知を確保しつつ他のドナーのリソースも活用すれば一層大きな貢献を示せる）。

（2） 国際機関等の専門知識のみならず知名度・発信能力を活用すること（実績として予防接種の日・UNICEF協力が挙げられる）。

（3） 国際機関の日本人職員を活用すること（日本人の貢献を日本国内外にアピールしつつ、国際機関の利点を活用できる）。

（4） パートナーシップにNGOや地方公共団体、学校などを巻き込み、幅広い国民の気持ちをくみ上げて国際的な取り組みに伝達する工夫を盛り込むこと（例えば、「世界がもし100人の村だったら」という本に対して幅広い反響が見られたように、草の根の日本人には途上国の開発に対する関心が存在しており、このような気持ちを活かすことが出来るのが望ましい）。このためには創意工夫と感性が求められよう。

6． おわりに－具体的に行動する

　援助協調の未来に向けての以上のような取り組みを迅速に実現するには、政府からNGOまで各組織内の個々人の知見・能力をフルに活用することが重要であろう。このために、まずは政府が適切な形でリーダーシップを発揮することが望ましいが、いずれにせよ開発に関係する全ての組織の個々人の意欲と具体的な行動こそが鍵となる。ITや人的ネットワークも活用しつつ、これを実現するためのしなやかなシステムを日本から構築し、その存在と行動を世界に発信していければ理想的である。

　そして、このように援助協調を通じて多くのパートナーとともに開発に貢献することは、日本の政治社会システム自体を見つめなおすことにもつながるであろう。このような幅広い層の日本人が、途上国やドナー国・機関を含む幅広い世界との関わりを深めることにより、日本社会も得るところが多いのではないかと考える。

（以上）
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